
 

 

監 査 公 表 
津市監査委員告示第４号 
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１項、第２項、第４項

及び第５項並びに第７項の規定に基づき監査を実施したので、その結果を同条

第９項の規定により公表する。 
平成２０年３月６日 

 
                   津市監査委員 岡 部 高 樹 
                                        同       前 田 勝 彦 
                                          同    大 野   寛 

同    山 中 利 之 
 

監 査 結 果 報 告 書 
 
第１ 監査執行者 

津市監査委員  岡 部 高 樹 

          同       平 岡 益 生 

          同       永 田   正 

          同       山 中 利 之 

 
第２ 監査の実施年月日及び対象 

  監査の種別ごとに監査を実施した年月日及び対象は、次のとおりである。 

１ 地方自治法第１９９条第１項、第２項及び第４項に基づく監査（以下「定

期監査及び行政監査」という。） 

  定期監査及び行政監査の対象区分ごとの実施年月日及び対象は、次のとお

りである。 

（１）行政部局関係 

監査実施年月日 監  査  対  象  

平成 19 年 10 月 2 日 

 

 

平成 19 年 10 月 3 日 

 

 

久居総合支所 

総務課、地域振興室、市民課、福祉課、生活課、環境

課、産業課、建設課、ポルタひさいふれあいセンター 

河芸総合支所 

総務課、地域振興室、市民福祉課・河芸ほほえみセン

ター、生活環境課、産業建設課 



 

 

同年 10月 9 日 

 

 

 

同年 10 月 12 日 

 

 

同年 10 月 16 日 

 

 

同年 10 月 18 日 

 

 

 

同年 10 月 22 日 

 

 

同年 1１月 6日 

 

 

同年 1１月 8日 

 

 

同年 1１月 13日 

 

 

同年 1１月 15日 

同年 1１月 19日 

 

 

 

 

 

 

平成 19 年 11 月 26 日 

 

芸濃総合支所 

総務課・芸濃コミュニティセンター、地域振興室、市

民福祉課・芸濃福祉センター、生活環境課、産業建設

課 

美里総合支所 

総務課、地域振興室、市民福祉課・美里高齢者生活福

祉センター、生活環境課、産業建設課 

安濃総合支所 

総務課・安濃交流会館、地域振興室、市民福祉課、生

活環境課、産業建設課 

香良洲総合支所 

総務課・香良洲老人福祉センター・香良洲多目的ホー 

ル、地域振興室、市民福祉課、生活環境課、産業建設

課 

一志総合支所 

総務課・とことめの里一志、地域振興室、市民福祉課

、生活環境課、産業建設課 

白山総合支所 

総務課、地域振興室、市民福祉課・白山保健福祉セン

ター、生活環境課、産業建設課 

美杉総合支所 

総務課、地域振興室、市民福祉課、生活環境課、産業

建設課・レークサイド君ケ野 

三重短期大学 

競艇事業部 

議会事務局 

消防本部 

教育委員会事務局 

教育総務課、学校教育課、教育研究支援課、人権教育 

課、生涯学習スポーツ課、文化課、津図書館（河芸図

書館・安濃図書館・美杉図書室を含む。）、久居事務所

、河芸事務所、芸濃事務所、美里事務所、安濃事務所

、香良洲事務所、一志事務所、白山事務所、美杉事務

所 

市長公室 

東京事務所 



 

 

（２）市立学校・幼稚園、市立保育園、出張所関係 

   監査対象は、各管内における監査行程等を考慮し、抽出した。 

監査実施年月日 監  査  対  象  

平成 19 年 10 月 2 日 

 

 

同年 10 月 3 日 

 

 

同年 10 月 9 日 

 

同年 10 月 12 日 

 

同年 10 月 16 日 

 

同年 10 月 18 日 

 

 

同年 10 月 22 日 

 

同年 11 月 6 日 

 

 

同年 11 月 8 日 

 

平成 20 年 1 月 23 日 

 

 

同年 1 月 28 日 

（久居管内） 

成美小学校、密柑山幼稚園、久居東中学校、北部保育 

園、久居駅前出張所 

（河芸管内） 

朝陽中学校、上野幼稚園、千里ヶ丘小学校、千里ヶ丘

出張所 

（芸濃管内） 

椋本小学校、椋本幼稚園、芸濃中学校、芸濃保育園 

（美里管内） 

辰水小学校、みさと幼稚園、美里中学校 

（安濃管内） 

草生小学校、草生幼稚園、東観中学校 

（香良洲管内） 

香海中学校、香良洲小学校、香良洲浜っ子幼児園（香

良洲幼稚園）、同（香良洲保育園） 

（一志管内） 

高岡幼稚園、高岡小学校、一志中学校、川合保育園 

（白山管内） 

大三小学校、白山中学校、白山乳幼児教育センター（

白山保育園）、八ツ山出張所 

（美杉管内） 

美杉東小学校、美杉中学校、八知保育園、竹原出張所 

（津管内） 

片田小学校、神戸小学校、西郊中学校、新町保育園、

片田出張所 

高茶屋小学校、育生幼稚園、育生小学校、雲出保育園

、高茶屋出張所 

 

２ 地方自治法第１９９条第７項に基づく監査（以下「財政的援助団体等監査」

という。） 

  財政的援助団体等監査の実施年月日及び対象は、次のとおりである。 

  なお、監査対象は、財政的援助団体については、市の出資率等を考慮し、

指定管理者については、指定年度順を考慮し、抽出した。 



 

 

監査実施年月日 監  査  対  象  

平成 20 年 1 月 17 日 

 

 

 

 

同年 1 月 24 日 

 

 

（財政的援助団体） 

津市土地開発公社（所管部局／財務部契約財産課）、社

会福祉法人津市社会福祉協議会（同／健康福祉部福祉

管理課）、久居都市開発株式会社（同／都市計画部都市

計画課） 

（指定管理者） 

社会福祉法人自由学苑福祉会（指定管理施設・久居老

人福祉センター／所管部局・久居総合支所福祉課）、株

式会社日硝ハイウエー（指定管理施設・津なぎさまち

内旅客船ターミナル／所管部局・都市計画部都市管理

課） 

 

３ 地方自治法第１９９条第１項及び第５項に基づく監査（以下「随時監査」

という。） 

随時監査の実施年月日及び対象は、次のとおりである。 

なお、監査対象は、平成１９年度において施工中の工事の中から、工事の

種別・請負金額等を考慮し、抽出した。 

監査実施年月日 監  査  対  象  

平成 20 年 1 月 10 日 

 

 

平成 20 年 1 月 11 日 

 

 

・ 平成１９年度簡水第２号下竹原簡易水道浄水場築造

工事（工事場所・津市美杉町竹原／所管部局・水道局

工務課) 

・ 平成１８年度下建公補第６７号津第３－１処理分区

公共下水道工事（その２）(工事場所・津市高茶屋小森

町／所管部局・下水道部下水道建設課) 

・ 平成１９年度道建補第１号広明町河辺町線道路改良

工事(工事場所・津市河辺町／所管部局・建設部道路建

設課) 

 

第３ 監査対象年度 

  監査対象年度は、次のとおりとした。 

１ 定期監査及び行政監査 

  原則として平成１９年度（以下「当年度」という。）における財務及び事務

の執行を対象としたが、補助金、交付金、契約等一部の財務及び事務の執行

については、平成１８年度も対象とした。 



 

 

２ 財政的援助団体等監査 

（１）財政的援助団体に対する監査（以下「財援団体監査」という。）について

は、平成１８年度及び当年度における市の財政的援助に係る出納その他の

事務の執行を対象とした。 

（２）指定管理者に対する監査（以下「指定管理者監査」という。）については、

平成１８年度及び当年度における市の公の施設の指定管理に係る出納その

他の事務の執行を対象とした。 

３ 随時監査 

  当年度において施工中の工事の工事計画、設計、積算、施工及び監督業務

等を対象とした。 

 

第４ 監査の方法 

あらかじめ提出を求めた資料に基づき、関係職員等の説明を聴取し、関係

諸帳簿を調査して監査を実施した。 

監査の実施場所は、原則として監査事務局において、随時監査は監査事務

局及び現地において、その他の監査対象は、それぞれ現地に出向き実施した。 

なお、随時監査に当たっては、工事技術について、協同組合総合技術士連

合（大阪市北区）に調査業務を委託し、その調査報告書を参考とした。 

 

第５ 監査の着眼点 

    監査に当たっての種別ごとの主な着眼点は、次のとおりとした。 

１ 定期監査及び行政監査 

（１）予算の執行は、計画的かつ効率的に行われているか。 

（２）会計及び事務処理は、法令等の規定に基づき適正に行われているか。 

（３）現金の取扱いは、適正に行われているか。 

（４）財産の管理は、適切に行われているか。 

（５）各種の帳簿、書類の記帳、保管等は、適切に行われているか。 

（６）事務処理は、効率的かつ効果的に行われているか。 

（７）学校における毒物・劇物の管理等は、適正に行われているか。 

２ 財援団体監査 

（１）補助金、損失補償又は出資金等（以下、この項において「補助金等」と

いう。）の取扱い等は、法令等の規定に基づき適正に行われているか。 

（２）補助金等の目的及び対象事業の内容は、明確で、補助金等の額は妥当な

ものとなっているか。 

（３）補助金等に係る事業計画書、予算書及び決算諸表等は、所管部局に提出

されたものと符合しているか。 



 

 

（４） 補助金等対象事業は、事業計画及び補助金等交付条件等に従って実施さ

れ、所期の効果が上げられているか。また、補助金等が、対象事業以外に

流用されていないか。 

（５）補助金等に係る会計経理は、適正に行われているか。 

（６）補助金等に係る経営成績及び財政状況は、適正に決算諸表に表わされ、

良好なものとなっているか。 

３ 指定管理者監査 

（１）指定管理者の指定の手続は、法令の規定に基づき適正かつ公正に行われ

ているか。 

（２）指定管理に係る協定書等には、業務の範囲及び経費の負担区分等必要事

項が明確に記載され、指定管理委託料に係る経費の算定は、適正に行われ

ているか。 

（３）指定管理に係る事業計画書、予算書及び決算諸表等は、所管部局に提出

されたものと符合しているか。 

（４）指定管理は、法令及び協定書等の規定に従って実施され、施設の利用促

進及び経費の削減に所期の効果が上げられているか。また、指定管理委託

料が指定管理経費以外に流用されていないか。 

（５）利用料金の徴収・収納等は、適正に行われているか。 

（６）指定管理に係る会計経理は、適正に行われているか。 

（７）指定管理に係る経営成績及び財政状況は、適正に決算諸表に表わされ、

良好なものとなっているか。 

４ 随時監査 

（１）仕様書、図面及び設計図書は、適切に作成されているか。 

（２）工期の設定は、適切に行われているか。 

（３）積算に係る数量及び金額は、正確で、算出根拠は、明確となっているか。 

（４）工事施工計画は、適切に作成され、工程管理は、適切に行われているか。 

（５）工事は、設計図書に従い過不足なく施工されているか。 

（６）各種検査、材料試験等は、適切に行われ、記録は整備されているか。 

（７）現場の安全管理及び現場周辺への工事災害防止対策は、適切に行われて

いるか。 

（８）資源の有効利用及び建設廃材の再資源化に努められているか。 

 

第６ 監査の結果 

所管する事務事業の推進に当たっては、それぞれ努力が払われており、全

般的には事務処理、財政運営とも適切に実施されていた。ただし、一部にお

いて後述するように事務処理の不備等が見られたので、速やかに措置される



 

 

よう指導した。また、監査時に修正が望まれた軽易な事項については、その

都度直ちに対処されるよう口頭で指導した。 

  これら各部局等の監査の結果の概要は、第２の監査の対象区分ごとに次に

示すとおりであるが、事務処理等が法令等に違反しているものなど、早急に

是正・改善を必要とするものについては「指導事項」に、今後、事務処理等

の効率化を図るための検討を求めるものなどについては「所見」に記載した。 

１ 定期監査及び行政監査 

 

（行政部局関係） 

■久居総合支所 

 

総務課 

当課では、総合支所における文書、予算、職員等の総括管理、契約の締結、

市有財産及び車両の管理、防災・危機管理、情報公開、収納に関する事務な

どのほか、原等の出張所及び久居市民会館の管理運営並びに連絡調整に関

する事務などを分掌している。 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

久居庁舎は、当年度に実施した耐震診断調査結果によると、耐震判定指

標を下回っており、耐震補強が必要とされることから、速やかに改善計画

を作成の上、耐震対策を講じられたい。 

公用車については、マイクロバスなどで購入後１５年超のものが４台あ

り、今後リース化も検討するなど車両の安全管理に努められたい。 

   普通財産については、約２万８千平方メートルの土地が未利用地で、こ

のうち、平成２０年度にかけて約２千平方メートル弱の土地が処分見込み

となっているが、残る約２万６千平方メートルの土地についても積極的な

利活用・処分に取り組まれたい。 

 

地域振興室 

当室では、地域活動の振興事業に係る企画及び調整、地区地域審議会に関

する事務などを分掌（以下、各総合支所の地域振興室において同じ。）してい

る。 

（１）指導事項 

   特になかった。 



 

 

（２）所 見 

地域活動振興事業については、「サマーフェスタインひさい」、「久居

まつり」など１７事業が実施又は予定され、当年度予算額は前年度より約

５７０万円減となっているが、費用対効果に留意しつつ、事業の趣旨を反

映した取組に期待するものである。 

 

市民課 

当課では、住民基本台帳、戸籍及び外国人登録に係る届出の受付及び諸証

明の交付、市民税及び県民税に係る申告の受付及び賦課、固定資産税に係る

評価及び賦課のほか、久居斎場の管理運営に関する事務などを分掌している。 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

当年度８月末日現在の久居斎場火葬炉使用件数は、１７０件（月平均３

４件）であり、前年度同時期（１７９件、月平均３６件）とほぼ同数とな

っている。 

当年度においては、マイクロバス２台分・乗用車４台分の駐車場改修（舗

装）工事や火葬炉耐火レンガ積替え工事等の施設の維持管理が図られてい

るが、開設後約３１年を経て施設の老朽化が進むなか、今後も適切な施設

の維持管理と機能の確保・向上を望むものである。 

 

福祉課 

当課では、生活保護及び児童福祉に係る相談、介護保険、国民健康保険等

に係る認定・納付に関する事務のほか、久居老人福祉センターの指定管理に

関する事務などを分掌している。 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

久居老人福祉センターの管理については、指定管理者により行われてい

るが、当年度８月末日現在の利用者数は１万３千８４７人で、前年度同時

期（１万２千５１４人）と比較して１千３３３人増加している。 

この利用者の増加に対応するため、平成１９年７月１日から利用時間及

び入浴時間の１時間延長を実施されるなど利用者の利便性の向上が図られ

ているが、引き続き指定管理者との協議を重ねられ、同センターの機能が

十分発揮できるよう期待するものである。 

 



 

 

生活課 

当課では、自治会との連絡調整、市民活動組織の育成援助、コミュニティ

施設及び集会所の管理、人権施策の推進、地域調整に関する事務などを分掌

している。 

（１）指導事項 

   出張旅費において計算誤り（日当の減額調整漏れ）があったので、適正

に処理するよう指導した。 

   管内に設置された１８の地区集会所の指定管理については、事業年度終

了後３０日以内に事業報告書を市長に提出することになっているが、平成

１９年１０月２日現在、未提出の指定管理者が見られたことから、今後、

適正に処理するよう指導した。 

（２）所 見 

地区集会所の利用料金について、一部の指定管理者は、一律に減額して

これを徴収していたことから、津市久居地域地区集会所の設置及び管理に

関する条例第１５条の趣旨を踏まえ、適正に措置されるよう指導されたい。 

福祉資金に係る未収金の収納等に当たっては、滞納者への電話催告、訪

問指導等に取り組まれているが、引き続き効率的かつ適正な滞納整理に努

められたい。 

 

環境課 

当課では、ごみの減量化及び再資源化の推進、明神リサイクルストックヤ

ード、森町清掃事業管理センター及びごみ収集車両の維持管理、新最終処分

場の建設に係る連絡調整、久居原風力発電施設及び久居墓園の維持管理に

関する事務などを分掌している。 

（１）指導事項 

   平成１９年７月に名古屋市、東京都千代田区へ、同年９月に名古屋市へ

職員が出張しているが、出張命令簿による手続きが行われていなかったの

で、適正に処理するよう指導した。 

行政財産使用許可書について、不服申立て等に係る教示がされていない

ことから、是正を指導した。 

（２）所 見 

久居原風力発電施設については、平成１９年６月にバッテリー作動不

良等により、４基が延べ１５１日間（１号基２６日間、２号基６３日間、

３号基２４日間、４号基３８日間）の運転停止を余儀なくされたところで

あるが、稼動後約８年を経過しており、今後も施設の経年劣化に伴う修繕

の増加が懸念されるため、引き続き適切な維持管理に努められたい。 



 

 

産業課 

当課では、商工業・観光事業の振興、原自然の森温泉保養館（湯の瀬）

及び久居駅東口駐車場の管理運営、並びに農業、畜産業の振興に関する事務

などを分掌している。 

（１）指導事項 

   原地域観光施設及び環境整備の委託契約については、平成１８年度の

業務実績を確認できる報告書が提出されていなかったことから、書面によ

り業務の履行実績が明確となるよう指摘した。 

（２）所 見 

原自然の森温泉保養館（湯の瀬）の管理運営については、同施設の過

去５年間の実質的な単年度収支がいずれも赤字（同課提出資料による。）に

なっており、開設後１９年を経て、今後も老朽化に伴う多額の修繕費等が

見込まれることから、経営実績及び財政状況を明確にするため特別会計へ

移行するなど、一層の経営改善に努められたい。 

久居駅東口駐車場の管理運営については、１営業日当たりの平均駐車場

回転率（利用台数÷収容可能台数３９２台）は、平成１８年度が５２．０

パーセント、当年度（８月末日現在）が５４．５パーセント（いずれも同

課調べ。）で、駅隣接地であるにもかかわらず、有効に活用されていない状

況にあることから、有効活用の方策が講じられるよう期待するものである。

また、同駐車場は暫定設置されていることを理由に一般会計で経理されて

いるが、所要の条件を整え、津市駐車場事業会計において一体的に経理さ

れることを望むものである。 

 久居地区農政推進協議会交付金については、平成１８年度の執行率が３

７．１パーセントで、同協議会事業費の支出総額に占める割合も３８．５

パーセントと低調であり、約４１万円が当年度に繰り越されている。同交

付金は当年度も約５３万円が交付されているが、交付金の効果的な執行の

観点から、そのあり方について検討されたい。 

 

建設課 

当課では、道路・橋梁・水路をはじめ、公園・市営住宅並びに下水道施設

及び準用河川の維持管理に関する事務などを分掌している。 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

桃里・野村団地の市営住宅用地について、昭和３４年に久居町（当時）

が戸木農業協同組合（当時）から購入した同用地の一部に第三者名義の土



 

 

地が含まれ、また、昭和４４年に同町が購入した共有名義の土地の所有権

移転登記の一部が未了となっていることから、更なる事態の長期化を回避

するため、その具体的な解決に取り組まれたい。 

管内のマンホールポンプの維持管理については、業務委託により保守点

検されているが、中町第３マンホールポンプ内において汚泥が堆積したこ

とにより、緊急を要するとして随意契約で清掃業務の委託契約が締結され

ていることから、今後、当該保守点検基準の見直しを検討されたい。 

 

ポルタひさいふれあいセンター 

当センターでは、当該施設の維持管理及び使用許可に関する事務などを分

掌している。 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

当該施設の使用許可について、平成１９年５月７日にインターネット予

約システムを導入するなど利用者の利便性の向上に努められ、当年度８月

末日現在の利用者数が１万９千３９８人と前年度同時期（１万７千８０７

人）と比較して８．９パーセント、１千５９１人増加している。 

今後も市民への利用啓発と市民ニーズの把握に努められ、当該施設が住

民のふれあいの場として一層機能することを望むものである。 

 

■河芸総合支所 

 

総務課 

当課では、総合支所における文書、予算、職員等の総括管理、契約の締結、

市有財産及び車両の管理、防災・危機管理、情報公開、収納に関する事務（以

下、各総合支所の総務課の項において「共通事務」という。）などを分掌し

ている。 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

普通財産で、約７千３３８平方メートルの土地が未利用地となっており、

当年度においては、約２５７平方メートルの処分が進められつつあるが、

行財政改革の一環として、今後も積極的な利活用・処分に取り組まれたい。 

 

  地域振興室 



 

 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

地域活動振興事業については、平成１８年度に１５事業が実施され、当

年度においては統廃合等により９事業となって、約３００万円の予算が減

額されたが、今後とも地域の活性化に資するため、地域審議会の意見も踏

まえつつ、事業の必要性や費用対効果を検証し、創意工夫を生かした事業

の実施に努められたい。 

 

市民福祉課・河芸ほほえみセンター 

  当課では、住民基本台帳、戸籍等に係る届出の受付・諸証明の交付、市民

税及び県民税に係る申告書の受付・賦課、固定資産税に係る評価・賦課並び

に生活保護及び児童福祉に係る相談、介護保険、国民健康保険等に係る認

定・納付に関する事務（以下、各総合支所の市民福祉課の項において「共通

事務」という。）のほか、河芸ほほえみセンターの管理運営に関する事務な

どを分掌している。 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

   当課は、住民票の交付申請など、主として住民の窓口での用件に応える

ワンストップサービスの実現に取り組まれているが、各種問い合わせや相

談も多いことから、各担当間におけるデータの共有等、個人情報の取扱い

に留意されつつ、引き続き適切な窓口業務の執行に努められたい。 

   河芸ほほえみセンターの平成１８年度の利用者数は、１万７千８７９人

で、うち入浴施設利用者数は６千９６１人・３８．９パーセントを占めて

いるが、管理運営に年間約１千８００万円を要していることから、他の類

似施設の動向も踏まえつつ、効率的な施設運営のあり方を検討されたい。 

 

生活環境課 

当課では、自治会との連絡調整、防犯及び交通安全意識の啓発等並びに人

権施策の推進、ごみの減量化及び再資源化の推進及び不法投棄防止等環境対

策に関する事務（以下、各総合支所の生活環境課の項において「共通事務」

という。）などを分掌している。 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 



 

 

ごみの減量対策事業の一環として、金属等のリサイクル資源回収活動報

償金が、当年度前期（４月から９月分まで）に９団体へ約２０１万円交付

されているが、ごみ減量と市民意識の向上に効果が大きいことから、今後

も同報償金の有効活用を進められたい。 

   ごみの収集運搬業務については、現在地元２業者と随意契約により委託

実施されているが、より公正・公平性を高めるため、今後は競争入札への

移行について検討されたい。 

 

産業建設課 

当課では、商工業の育成、観光事業に係る総合調整及び農林業、水産業の

振興並びに公園緑地、道路、河川・水路等の維持管理に関する事務（以下、

各総合支所の産業建設課の項において「共通事務」という。）のほか、河芸漁

港の維持管理に関する事務などを分掌している。 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

漁港区域内のごみ不法投棄や放置車両については、月１回の定期的なパ

トロールの実施、不法投棄防止啓発看板及び車両進入防止柵の設置などの

対策がとられているが、水産振興に支障を生じないよう、よりきめ細かい

パトロールの実施により漁港区域内の良好な環境の維持管理に努められた

い。 

千里ケ丘浄化センターについては、近い将来、流域下水道に接続され廃

止が見込まれる施設であるが、老朽化が進んでいることから、今後も日常

点検の実施・修繕等により機能の維持管理が図られるよう望むものである。 

   当課は、他の総合支所における役割・機能と同様、商工観光、農林水産、

都市計画、建設及び下水道と幅広い業務を実施していることから、住民の

相談、要望等を受ける機会が多く、これらに対応するため今後一層、職員

の知識及び技術習得を促し、的確な市民サービスが提供できるよう期待す

るものである。 

 

■芸濃総合支所 

 

総務課・芸濃コミュニティセンター 

当課では、共通事務のほか、芸濃コミュニティセンター等の維持管理及び

財産区に関する事務などを分掌している。 

（１）指導事項 



 

 

   当課所管の行政財産のうち、畑（現況地目／宅地）２筆については、分

筆及び地目変更・所有権移転の登記がされていないため、速やかに登記を

完了されるよう指導した。 

（２）所 見 

当年度の芸濃コミュニティセンターの利用者数は、前年度と比較すると

１月当たり２５８人から２９７人へ３９人増加し、使用料収入額も６千８

３６円から１万５千６１６円へ８千７８０円増加しているが、庁舎内に設

置されている好条件を生かして、今後とも市民へのＰＲ等による利用促進

に努められたい。 

   椋本財産区は、昭和３１年に設立され、山林約２６ヘクタールの維持管

理に当たっているが、その９９．１パーセントが保安林に指定されている

ことから、土砂災害の防除や生活環境の保全のほか、水源かん養などの森

林機能を確保するため、同財産区管理会との協議のもと、今後とも計画的

な維持管理に努められたい。 

 

地域振興室 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

   地域活動振興事業については、「龍王桜マラソン」、「げいのうどっと来い

夏祭り」、「ＧｅｉｎｏＸ’ｍａｓ２００７」など１２事業が実施又は予定

され、当年度予算額は前年度より約２２０万円減となっているが、今後と

も費用対効果に留意しつつ、事業の趣旨を反映した取組に期待するもので

ある。 

 

市民福祉課・芸濃福祉センター 

当課では、共通事務のほか、芸濃温泉ふれあいの湯の運営、芸濃福祉セン

ターの使用許可に関する事務などを分掌している。 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

   芸濃温泉ふれあいの湯は、平成１９年１０月末日をもって運営が休止さ

れ、休止後の施設利用については、検討委員会においてそのあり方が検討

されることとなっているが、同施設の役割・機能を踏まえ、併設の芸濃保

健センターと連携した効率的な活用を望むものである。 

 



 

 

生活環境課 

当課では、共通事務のほか、雲林院福祉会館の維持管理に関する事務など

を分掌している。 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

椋本地内の産業廃棄物不法投棄については、三重県から排出事業者に対

して廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく措置命令が出されている

が、なお推定残量が８千立方メートル（平成１９年８月末日現在）あるこ

とから、周辺地域における生活環境保全のため、引き続き県と連携し、当

該廃棄物の完全撤去に向け努力されたい。 

 

産業建設課 

当課では、共通事務のほか、公共交通事業の運営及び錫杖湖水荘等の管理

運営に関する事務などを分掌している。 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

   錫杖湖水荘については、平成１８年度利用者数が対前年度比２３９人（１．

３パーセント）減少し、同年度の収支は約１千４００万円の赤字（同課提

出資料による。）となっている。 

これまで、ポスター・チラシを津市観光協会等に配布するなど、ＰＲに

努められ、賄材料や消耗品の購入について見直しを行うなど経費削減にも

取り組まれているが、なお厳しい経営状況にあることから、指定管理者制

度への移行など、当該施設存続の必要性も含めた施設のあり方について、

速やかに検討されるよう望むものである。 

   管内の茶生産団体に対し、技術の普及向上などを目的に平成１８年度農

業振興支援事業補助金を交付しているが、当該補助金の充当経費が一部不

適当であったため、今後は補助対象経費等を明確にするなど、適正な執行

に努められたい。 

 

■美里総合支所 

 

総務課 

当課では、共通事務のほか、美里社会福祉センターの維持管理に関する事

務などを分掌している。 



 

 

（１）指導事項 

   平成１９年４月１日付けの２件の行政財産使用許可について、使用料の

調定がされていなかったので、是正を指導した。 

（２）所 見 

美里町足坂地内市有地排水路整備業務の委託契約については、（社）津市

シルバー人材センターと２号随意契約により締結されているが、美里社会

福祉センター等日常清掃業務の委託契約は、４２者による見積合わせの結

果、同人材センターと締結されていることから、業務委託の競争性の確保

について検討されたい。 

  旧美里村閉村記念誌については、４７０冊（平成１９年９月末日現在。

同課調べ。）の在庫を抱え、販売価格に換算すると、７０万５千円相当と

なることから、販売促進及び有効利用を図られたい。 

 

地域振興室 

（１）指導事項 

   実行委員会方式による地域活動振興事業（補助事業）について、次のと

おり指導した。 

ア 平成１８年度補助金は、交付決定額をもって確定（精算）額とされて 

いるが、事実上精算に伴う剰余金が発生していることから、津市補助金

等交付規則第１３条の趣旨を踏まえ、是正されること。 

イ 平成１８年度補助金が充当された、実行委員会における委託業務等に

係る契約は、ほとんどが随意契約で締結されているが、契約の目的及び

内容等に照らし、できる限り競争性を確保されるよう、同規則第９条の

趣旨を踏まえ、補助事業者に対し、必要な指導・助言をされること。 

ウ 当年度の「美里夏まつり事業」について、事業実施日から２か月以上

経過しているにもかかわらず、実績の報告及び精算が履行されていなか

ったことから、補助事業者に対し、早期履行を求めること。 

（２）所 見 

地域活動振興事業（補助事業）に係る平成１８年度の補助率は、９．１

パーセントから１００パーセントと大きく相違し、補助対象経費も明確で

ない点が多いが、当年度には新たな補助対象事業も予定されており、近く

示される地域活動振興事業予算運用方針を踏まえ、必要な見直しが図られ

るよう望むものである。 

 

市民福祉課・美里高齢者生活福祉センター 

当課では、共通事務のほか、美里高齢者生活福祉センターの維持管理に関



 

 

する事務などを分掌している。 

（１）指導事項 

   （福）津市社会福祉協議会（以下、この項において「社協」という。）に

対する行政財産の使用許可については、許可条件が十分でなく、不服申立

て等に係る教示もされていないことから、是正を指導した。 

（２）所 見 

重要物品の順送式浴槽セットが社協に無償で貸与されているが、平成１

８年１月以降利用実績がないことから、当該物品の有効利用等について検

討されたい。 

老人クラブ事業補助金については、一定の基準に基づき交付されている

が、平成１８年度補助金の２倍を超える相当額の剰余金を生じている団体

も複数あることから、津市補助金等交付規則第９条の趣旨を踏まえ、補助

のあり方について検討されたい。 

高齢者に対する介護支援機能、居住機能及び交流機能を総合的に提供す

る「生活支援ハウス運営業務」を行う、美里高齢者生活福祉センターの維

持管理については、次のとおり措置されるよう望むものである。 

  ア 同センターの業務は、社協に委託し実施されているが、地方自治法第

２４４条の２第３項の趣旨を踏まえ、指定管理者制度への移行を図られ

ること。 

イ 同センター入居決定通知書には、入居期間、退去条件等入居許可に係

る重要な条件を示していないことから、当該様式の見直しを行うほか、

市営住宅の例を踏まえ、契約書の締結について検討されること。 

ウ 同センター室料は、津市高齢者生活福祉センターの設置及び管理に関

する条例第８条で定める別表に「国が定める費用負担基準に基づく額」

と規定されているが、当該基準は一般に公示されていないことから、地

方自治法第２２８条第１項の趣旨を踏まえ、同条例において明確に定め

るよう検討されること。 

 

生活環境課 

  当課では、共通事務のほか、長谷山ハイツ共同汚水処理施設の維持管理に

関する事務などを分掌している。 

（１）指導事項 

   出張命令簿により処理されるべき出張が、外出簿により処理されていた

ので、適正に処理されるよう指導した。 

（２）所 見 

   長谷山ハイツ共同汚水処理施設については、市の直営により使用料の賦



 

 

課徴収及び維持管理等を行っているが、供用開始後３０年が経過しており、

今後、維持管理費の増加が見込まれることから、同施設のあり方について

早期に検討されるよう望むものである。 

 

産業建設課 

  当課では、共通事務のほか、コミュニティバスの運行に関する事務などを

分掌している。 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

   コミュニティバスは、平成１５年４月から民間委託により運行されてい

るが、契約終了時の車両の取扱いについて、明確にされていないことから、

今後見込まれる本市の新たな公共交通システムへ円滑に移行できるよう、

速やかに所要の条件を整えられたい。 

農林産物への鳥獣被害が増加傾向にある近年、その対策として有害鳥獣

駆除委託事業や獣害対策原材料支給事業が実施されているが、今後も農林

業関係者や猟友会、地域自治会関係者が連携し、総合的・一体的にこれら

事業に取り組まれ、一層効果が得られるよう期待するものである。 

 

■安濃総合支所 

 

総務課・安濃交流会館 

当課では、共通事務のほか、サンヒルズ安濃及び安濃交流会館の維持管理

に関する事務などを分掌している。 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

   現在、安濃庁舎に安濃中央公民館が併設され、また、安濃交流会館も隣

接していることから、利用者の駐車場が不足しているため、速やかに駐車

場整備計画を策定の上、これら施設が有効に利用できるよう所要の対策を

進められたい。 

安濃交流会館は、安濃郷土資料館のほか、温浴施設、展示・会議施設、

農産物加工施設の複合施設で、平成１８年度の収支をみると、施設使用料

等収入額約１千３２０万円に対し、会館管理業務委託料等の支出額約２千

２１０万円で、約８９０万円の赤字となっていることから、今後、更なる

経費の削減を図られるとともに、経営のあり方を展望した使用料の見直し



 

 

も検討されたい。 

 

地域振興室 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

地域活動振興事業については、「あのう光れ！しかけ花火祭り」、「安

濃町体育祭」など７事業が実施又は予定され、当年度予算額は前年度より

約７８０万円減となっているが、費用対効果に留意しつつ、事業の趣旨を

反映した取組に期待するものである。 

    

市民福祉課 

当課では、共通事務などを分掌している。 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

国民健康保険料や介護保険料の収納については、訪問徴収、納付指導な

ど滞納整理に努力され、未収金の回収に取り組まれているが、平成１９年

１２月末日現在で約６千２２５万円の未収金があることから、他の総合支

所との合同研修や情報交換を行いながら、悪質な滞納者には今後差押え等

の法的措置を講じるなど、より一層徴収率の向上に努められたい。 

 

生活環境課 

当課では、共通事務のほか、安濃墓園の維持管理に関する事務などを分掌

している。 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

   平成１９年８月末日現在、安濃墓園の管理料（３千円／年）６件分１万

８千円の収入未済額があり、その後の催告書送付や訪問徴収により、うち

４件分の納付を確認（同年１０月１６日時点）したところであるが、今後

は早期に全額収納されるよう適時・適切な滞納整理に努められたい。 

 

産業建設課 

当課では、共通事務のほか、農業集落排水施設に関する事務などを分掌し

ている。 



 

 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

   平成１９年９月末日現在、農業集落排水処理区域（太田、村主、中川、

村主南部、草生及び明合西部地区）における処理工区人口４千３６４人に

対して供用人口は４千６５人（９３．１パーセント）となっているが、同

区域の農業用排水の水質保全及び生活環境の向上がより一層図れるよう、

引き続き当該農業集落排水事業への加入啓発に努められたい。 

 

■香良洲総合支所 

 

総務課・香良洲老人福祉センター・香良洲多目的ホール 

当課では、共通事務のほか、サンデルタ香良洲の維持管理に関する事務な

どを分掌している。 

（１）指導事項 

サンデルタ香良洲において多目的ホール使用料等の現金を取り扱ってい

るが、現金取扱員が設置されていなかったので、是正するよう指導した。 

（２）所 見 

香良洲庁舎等維持管理事業では、不要時の消灯をはじめ光熱水費等の節

減に努められているが、テレビ受信契約台数の見直しを検討するなど、更

なる経費削減に努められたい。 

公有財産及び物品については、工業専用地域等に多くの未利用地を所有

しているほか、マイクロバスの当年度利用日数も９月末日現在で８日と利

用率が低いことから、これらの処分も含めた適切な利活用について検討さ

れたい。 

   サンデルタ香良洲については、築後１３年経過していることから、平成

１９年９月には空調設備が故障するなど、機械設備等の老朽化が進んでお

り、施設利用者が安全・快適に利用できるよう、計画的な維持管理に努め

られたい。 

 

地域振興室 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

地域活動振興事業については、地域の観光振興等を目的とした、「ふれあ

いのかおり事業」（交付決定額３３２万円）や約３５０年前から続く地域の



 

 

伝統文化を承継した「宮踊り事業」（同決定額３３０万円）など、９事業が

実施又は予定されているが、今後、これらの成果も踏まえ、真に地域の特

性を生かした事業が実施されるよう望むものである。 

 

市民福祉課 

当課では、共通事務のほか、香良洲斎場の管理運営に関する事務などを分

掌している。 

（１）指導事項 

特になかった。 

（２）所 見 

当課では合併後、管内に隣接する主に高茶屋・雲出地区からの外国人登

録関係事務が増加しているところであるが、窓口における市民サービスが

低下しないよう、今後とも職員間の連携を密にし、取り組まれたい。 

国民健康保険料等の徴収率向上のため、他部署からの応援体制により訪

問徴収を実施されているところであるが、事業の安定化と公平性が確保で

きるよう継続して実施することを望むものである。 

 

生活環境課 

当課では、共通事務のほか、香良洲塵芥処理場及び香良洲墓園の維持管理

に関する事務などを分掌している。 

（１）指導事項 

香良洲塵芥処理場の管理及び塵芥運搬業務の委託契約において、市の歳

入となるべき資源ごみ売払収入の取扱いに係る仕様を明確に定めるなどの

措置を講じるよう指導した。また、受託者から、既定の仕様書による各種

書類が提出されていなかったため、その履行を徹底させるよう指導した。 

（２）所 見 

香良洲塵芥処理場の管理及び塵芥運搬業務の委託契約については、２号

随意契約で締結されているが、業務内容も踏まえ競争入札への移行につい

て検討されたい。 

交通安全母の会補助金については、２団体に交付されているが、補助対

象経費及び剰余金の取扱い等が明確にされていないことから、今後の補助

のあり方を検討されたい。 

香良洲墓園の維持管理については、次のとおり措置されるよう望むもの

である。 

  ア 総区画数９２１のうち、平成１９年９月末日現在１３９区画（同課提

出資料による。）が未使用となっているが、合併により使用者の範囲が拡



 

 

大したことから、効果的な情報提供により未使用区画の解消に努められ

ること。 

イ 墓園使用許可証において、使用権の承継をはじめ、重要な使用許可条

件が示されておらず、また、墓園使用承継許可証の一部に不備が見られ

たため、これら許可証様式の見直しのほか、墓園使用に係る契約書の締

結について検討されること。 

 

産業建設課 

当課では、共通事務のほか、海岸等の松林の維持管理に関する事務などを

分掌している。 

（１）指導事項 

   平成１８年度の営農・生産団体育成事業補助金及び環境保全型農業推進

事業補助金が、それぞれ同一団体に交付されているが、当該補助金の充当

経費などに不適切な処理が見られたことから、その是正とともに、当年度

補助金の交付額確定に際し、適正に審査されるよう指導した。 

香良洲公園ほか２公園の除草等管理業務委託料は毎月支払われているが、

受託者から毎月の委託業務実績報告書等が提出されていなかったことから、

その履行を徹底させるよう指導した。 

（２）所 見 

海岸及び公園等の松林の維持管理に伴い、２４本の枯松伐倒処理が実施

されているが、未処理（処理予定分を含む。）の枯松が２０本確認（同課調

べ。）されていることから、海岸等利用者の安全の確保等を図るべく、でき

る限り早期に処理を完了されるとともに、一層の松枯被害防止対策に努め

られたい。 

香良洲町地内道路路肩除草業務の委託については、当年度から施工場所

を２箇所に分割して発注されたが、一括発注した平成１８年度契約に係る

１平方メートル当たり単価相当額に比べ１．５倍以上増高したことから、

予算の効率的な執行を図るため、分割発注の見直しについて検討されたい。 

 

■一志総合支所 

 

総務課・とことめの里一志 

当課では、共通事務のほか、とことめの里一志の維持管理に関する事務な

どを分掌している。 

（１）指導事項 

   一志庁舎内における自動販売機の設置について、現行の設置契約書から



 

 

行政財産使用許可により措置されるよう指導した。 

平成１８年４月１日及び平成１９年同日付けの公衆電話施設の設置ほか

２件の行政財産使用許可について、当年度使用料の調定を指導した。 

とことめの里一志送迎バス運行管理業務の委託契約について、受託者は

毎月運行日報を提出しなければならない仕様の履行を、受託者に徹底され

るよう指導した。 

（２）所 見 

一志庁舎は、昭和３１年建築の施設など、老朽化が著しい現状にあるこ

とから、速やかに改善計画を作成の上、耐震対策を講じられたい。 

普通財産として、一志町八太地内に農地（面積７９５平方メートル）を

所有しているが、当該財産の有効利用又は売払処分について検討されるよ

う望むものである。また、同町井生地内の水路敷（面積１千６２２平方メ

ートル）を、昭和４９年当時から１平方メートル当たり月額７円でゴルフ

場用途に貸付けされているが、現行賃料の価格の妥当性について検討の上、

更新されたい。 

旧一志町史については、４４８部（平成１９年１０月末日現在。同課調

べ。）の在庫を抱え、販売価格に換算すると、４０３万２千円相当となる

ことから、販売促進及び有効利用を図られたい。 

とことめの里一志（一志温泉）の維持管理については、次のとおり措置

されるよう望むものである。 

ア 食堂の賄材料（当年度予算額約１千３４万円）の調達に当たっては、

できる限り余剰材料を生じないよう、また速やかな解消に一層努められ

ること。 

イ クリーニング手数料について、タオルの１日当たりの使用枚数は約１

千５００枚（同課調べ。）で、多額の支出を要するため、経費削減及び歳

入確保の観点から、タオルの販売化を検討されること。 

ウ 浴場、脱衣室等の清掃業務について、業務委託と臨時職員による直営

業務で行っているが、すべてを業務委託した場合と比較するなど、今後

の業務のあり方を検討されること。 

エ 同種の施設が民間事業者により相当数経営されるなか、一志温泉にお

いても一層の経営改善に努められること。 

 

地域振興室 

（１）指導事項 

地域活動振興事業（補助事業）について、次のとおり指導した。 

ア 平成１８年度補助金が充当された、実行委員会による電飾設営業務等



 

 

に係る契約は、随意契約で締結されているが、契約の目的及び内容等に

照らし、できる限り競争性を確保されるよう、津市補助金等交付規則第

９条の趣旨を踏まえ、補助事業者に対し、必要な指導・助言をされるこ

と。 

イ 当年度の「納涼盆おどり大会事業」について、実績の報告及び精算が

遅延していたことから、今後は適切に処理されるよう、補助事業者に対

し、必要な指導・助言をされること。 

（２）所 見 

   文化講演会事業（委託事業）について、平成１８年度の入場率（入場者

数÷客席数３６０席）は、１０．３パーセント（同室調べ。）と極めて低調

であったことから、今後入場者の増加策のほか、受益者負担の観点から、

入場料の徴収についても検討されたい。 

地域活動振興事業（補助事業）に係る平成１８年度の補助率は、１５．

９パーセントから１００パーセントと大きく相違し、補助対象経費も明確

でない点が多いが、近く示される地域活動振興事業予算運用方針を踏まえ、

必要な見直しが図られることを望むものである。 

 

市民福祉課 

当課では、共通事務のほか、高岡老人憩いの家の指定管理及び高齢者生活

支援事業に関する事務などを分掌している。 

（１）指導事項 

高岡老人憩いの家の指定管理について、次のとおり指導した。 

ア 津市老人憩いの家の設置及び管理に関する条例第６条に定める使用料

について、指定管理者の減免措置により市に納入されていないが、当該

措置は市長の権限に属することから（同条例第７条による。）、是正され

ること。 

イ 同施設の指定管理基本協定書の項目の一部に、同条例の規定と整合し

ない、利用料金収入の実績報告などに係る規定が見られ、是正されるこ

と。 

ウ 指定管理者から、同協定書及び仕様書に基づく防火管理者、消防計画

及び消防設備保守点検結果等を市に報告するよう徹底されること。 

（２）所 見 

 高岡老人憩いの家の指定管理については、同施設の設置目的及び利用の

実態等を踏まえ、地方自治法第２４４条の２第８項に定める利用料金制へ

の移行を検討されたい。 

   高齢者生活支援事業は、一人暮らし高齢者を対象に、テレビ電話により



 

 

利用者の安否確認を行うもので、（福）津市社会福祉協議会に委託し実施さ

れているが、利用者数８人に対し、１人当たりの年間事業費は約２１万円

となることから、緊急通報装置の設置又は他の地域福祉サービス等への移

行について検討されたい。 

老人クラブ事業補助金については、一定の基準に基づき交付されている

が、平成１８年度補助金の３倍から４倍を超える相当額の剰余金を生じて

いる団体も複数あることから、津市補助金等交付規則第９条の趣旨を踏ま

え、補助のあり方について検討されたい。 

 

生活環境課 

  当課では、共通事務などを分掌している。 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

   管内では、大規模な養鶏等の畜産経営が行われ、合併前には旧一志町と

の間で悪臭等の公害防止に関する協定が締結されているが、協定に伴う排

水濃度等の測定業務が一部経営農家で履行されていないことから、更に指

導を行い、引き続き良好な環境保全に資する畜産公害の防止対策に努めら

れるよう望むものである。 

 

産業建設課 

  当課では、共通事務のほか、市営住宅の維持管理及び公共交通事業の運営

に関する事務などを分掌している。 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

   管内には２団地１４戸の市営住宅があり、当年度はこのうち５戸につい

て修繕を行っているが、残された住宅も老朽化が進んでいることから、今

後必要な修繕を含めた、計画的な維持管理に努められたい。 

   同管内では独自の交通システムとして、乗合タクシー運行業務が実施さ

れているが、今後見込まれる本市の新たな公共交通システムへ円滑に移行

できるよう、所要の準備に取り組まれたい。 

 

■白山総合支所 

 

総務課 



 

 

当課では、共通事務のほか、八ツ山等の出張所の総括管理及び連絡調整に

関する事務などを分掌している。 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

白山庁舎等維持管理事業では、不要時の消灯をはじめ光熱水費等の節減

に努められているところであるが、テレビ受信契約台数の見直しを検討す

るなど、更なる経費削減に努められたい。 

公有財産（普通財産）の管理については、白山町二本木地内等に未利用

地を所有していることから、行財政改革の一環として、処分も含めた適切

な利活用について検討されたい。 

 

地域振興室 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

地域活動振興事業については、地域特産品や歴史的な観光地をＰＲする

ことなどを目的とした、「ふれ愛フェスタ事業」（交付決定額６６０万円）、

地域の文化振興と文化意識の高揚を図ることを目的とした「白山総合文化

センター事業」（委託料８５３万円）など、６事業が実施又は予定されてい

るが、今後、これらの成果も踏まえ、真に地域の特性を生かした事業が実

施されるよう望むものである。 

 

市民福祉課・白山保健福祉センター 

当課では、共通事務のほか、白山保健福祉センターの維持管理に関する事

務などを分掌している。 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

   白山乳幼児教育センターについては、幼稚園及び保育所それぞれの機能

を有した幼保連携施設（以下「幼保連携施設」という。）として効率的な施

設運営に努められているが、今後も小学校就学前の子どもの教育及び保育

並びに子育て支援が可能な施設として十分機能するよう、取り組まれるこ

とを望むものである。 

 

生活環境課 



 

 

当課では、共通事務などを分掌している。 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

管内には、民間企業によるミニ処分場（埋立面積が小規模な廃棄物の最

終処分場）の再開計画のほか、化製場（食肉処理に伴う残渣を主な原料に

飼料などを製造する施設）も立地していることから、定期的な環境パトロ

ールや悪臭物質分析業務の委託などが実施されているが、今後とも良好な

住環境・生活環境を保全するため、引き続き監視の強化と事故の未然防止

に努められるよう望むものである。 

 同管内の５地区で２３６世帯が使用している生活排水処理施設について

は、これまで河川の水質保全に相応の役割が果たされているが、地域に不

可欠な施設として、今後下水道が整備されるまでの間、引き続き適切な維

持管理に努められたい。 

 

産業建設課 

当課では、共通事務のほか、青山高原保健休養地等の管理に関する事務な

どを分掌している。 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

青山高原保健休養地については、建設から約３６年を経て施設の老朽化

が進み、利用者が減少していることから、施設の改修等が検討されている

が、同休養地が果たしてきた役割・機能を踏まえ、今後指定管理者とも連

携しながら計画的に取り組まれるよう望むものである。 

   管内の住宅新築資金等貸付件数は７２９件あるが、このうち滞納件数が

１７７件で、滞納額は本市における同資金等貸付額の滞納額全体の約４２

パーセントと多いことから、法的措置も含め、徴収率が向上するよう適切

な方策を講じられたい。 

 

■美杉総合支所 

 

総務課 

当課では、共通事務のほか、竹原ほか５出張所の総括に関する事務などを

分掌している。 

（１）指導事項 



 

 

   特になかった。 

（２）所 見 

美杉庁舎は、昭和３８年に建設され、老朽化が著しい現状であることか

ら、速やかに改善計画を作成の上、耐震対策を講じられたい。 

旧美杉村におけるケーブルテレビ使用料の未収金が、平成１８年度末現

在、４２件分約１１２万円あるため、催告書等の発送や各出張所と連携し

各戸への訪問徴収を行うなど、未収金の回収に努められたい。 

公有林を含め管内に相当件数の普通財産（土地）を所有しているが、学

校跡地、保育所跡地等未利用地については、その有効利用について総合的

に検討されるとともに、所有権移転未登記の土地・４筆は経緯等の詳細を

調査し、できる限り速やかに処理されたい。 

また、駐在所用地として三重県警察本部に土地の無償貸付をされている

が、他部署の事例を参考に、今後、契約内容の見直し等について検討され

たい。 

 

地域振興室 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

地域活動振興事業については、「みすぎ夏まつり納涼花火大会」、「みす

ぎ秋まつり」など７事業が実施又は予定され、当年度予算額は前年度より

約４９０万円減となっているが、費用対効果に留意しつつ、事業の趣旨を

反映した取組に期待するものである。 

 

市民福祉課 

当課では、共通事務のほか、美杉高齢者生活福祉センターの維持管理に関

する事務などを分掌している。 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

老人クラブ事業補助金については、運営費において、平成１８年度補助

金の２倍から３倍を超える相当額の剰余金を生じている団体も複数あるこ

とから、津市補助金等交付規則第９条の趣旨を踏まえ、適切な補助のあり

方について検討されたい。 

美杉高齢者生活福祉センターの入居に係る室料について、津市高齢者生

活福祉センターの設置及び管理に関する条例第８条による別表に「国が定



 

 

める費用負担基準に基づく額」と規定されているが、当該基準は一般に公

示されていないことから、地方自治法第２２８条第１項の趣旨を踏まえ、

同条例において明確に定めるよう検討されたい。 

 

生活環境課 

当課では、共通事務のほか、隣保館等の管理に関する事務などを分掌して

いる。 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

隣保館分館７施設のうち３施設（上平・越知・白口）が地元自治会等の

所有地に建設されているが、貸借契約が締結されておらず、権利義務関係

が明確になっていないことから、所要の措置を講じられるよう望むもので

ある。 

平成１８年度結婚推進住宅利子補給金申請書の添付書類として、平成１

３年に発行された借入金償還証明書が添付されているものが見られたが、

当該書類では償還状況が確認できないことから、所要の是正をされたい。 

 

産業建設課・レークサイド君ケ野 

当課では、共通事務のほか、公共交通事業の運営、市営住宅の維持管理及

びレークサイド君ケ野等の管理運営に関する事務などを分掌している。 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

   当年度の産業振興補助金について、一部事業において補助金の充当が適

当でない経費が見られたことから、補助金の交付決定に当たっては、内容

を十分に審査し、慎重に取り扱われるよう望むものである。 

   レークサイド君ケ野については、平成１８年度の監査において入浴施設

の浴槽水の衛生管理に不備が見られたものの、当年度において改善されて

いるが、引き続き施設における安全で、衛生的な管理を徹底されたい。 

美杉地域では、豊かな自然環境を活かした観光振興につなげるため、森

林セラピー基地の認定（医学・森林学等の専門家で構成する「森林セラピ

ー運営委員会」による。）が得られるよう取り組まれているが、認定効果に

より関係事業が円滑に実施され、地域の活性化が促進されることを期待す

るものである。 

 



 

 

■三重短期大学 

 

  当大学事務局では、職員の服務及び福利厚生、広報及び広聴並びに教授会

に関する事務などを分掌している。学生部においては、学科課程の編成、学

生の募集、学生の福利厚生、公開講座に関する事務などを分掌している。附

属図書館においては、図書の購入及び管理、閲覧及び貸出しに関する事務な

どを分掌している。 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

   当年度は学生のニーズを見込んだ学科改編を行うなど、志願者確保への

取組がなされたが、公立短期大学でも法人化が進む動向を踏まえ、授業料

や入学料の見直し等と併せ、引き続き短期大学のあり方について検討を重

ねられたい。 

   本市にとっても貴重な教職員の研究の成果として得られた発明の特許等

については、知的財産として確実に保全・管理できる機能の整備を検討さ

れたい。 

   当短期大学では、地域への貢献と連携を目標として、平成１３年３月か

ら体育施設を地域へ開放されているが、使用料の徴収については津市財産

に関する条例の規定に基づき適切な措置を講じられるとともに、平成２０

年４月に設置が予定される地域連携センターについては、有効にその機能

が発揮されるよう望むものである。 

 

■競艇事業部 

 

当部競艇管理課では、モーターボート競走事業に係る総括調整、競走場施

設設備の維持管理に関する事務などを分掌し、競艇事業課では、レース開催

の企画・広報、勝舟投票券の発売、警備、ボート・モーターの購入・整備に

関する事務などを分掌している。 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

   当部では、「津市モーターボート競走場経営改善計画」に基づき、当年

度は、桑名地域への無料送迎バスの路線開設など、商圏の拡大に取り組ま

れているほか、モーターボート競走法の改正による（財）日本船舶振興会

への交付金の軽減、従事員数の削減などによって、約１億３千万円の減額



 

 

が見込まれ、経営の安定化・収益の確保に努められている。 

経営改善の一環として、ツッキードームは、主要レースを中心に開催時

のイベントなどにより年間約１００日使用され集客に寄与しているが、今

後とも駐車場等を含めより有効かつ多目的に活用され、経営の安定に向け

て役割が果たされるようにされたい。 

競艇事業収入のうち、場内使用料（売店使用料）及び雑入（電気・水道

料金）において、毎月末収入未済額が発生していることから、納期内に納

付されるよう指導されたい。 

 

■議会事務局 

 

当局では、議会総務課は、議会の予算、決算及び会計経理並びに政務調査

費に関する事務などを分掌し、議事課は、議会の会議及び会議録の編集並び

に条例等の制定及び改廃に関する事務などを分掌している。 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

平成１８年度政務調査費収支報告書について、各会派から議長に提出さ

れた同収支報告書には、それぞれ津市議会政務調査費の交付に関する条例

等で定める使途基準の費目ごとに整理され、調査旅費については、旅費の

明細を示した旅費計算書が添付され、その他研究研修費、資料作成費及び

資料購入費等の経費については、すべて領収書又はそれに代わる証書類が

添付されていた。 

政務調査費は、地方分権による地方自治体の権限と責任の拡大に伴い、

議会が担う役割がますます重要となるなか、議員・会派による調査研究活

動の充実を図るため制度化されたものであり、本市議会の各会派では、使

途の透明性を一層確保するため、平成２０年１月から同収支報告書等の常

時公開を予定されるなど、所要の検討がなされてきているが、昨今の社会

情勢を踏まえ、今後とも使途基準の更なる明確化をはじめとする透明性の

確保方策が講じられるよう期待するものである。 

 

■消防本部 

  当消防本部消防総務課では職員の服務、人事、福利厚生、経理、広報に関

する事務などを、予防課では防火対策、消防用設備等の設置指導・消防検査

などの事務を、消防救急課では警防、救急隊・救助隊の運用、消防団、消防

機械・器具の取扱指導に関する事務などを、通信指令課では消防通信の運用・



 

 

統制、防災情報処理システムの運営管理に関する事務などを分掌している。 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

   平成１９年１月から９月末日までの出火件数は１３１件で、前年同期と

比較して２２件増加し、そのうち火災による死者数は４人で、その原因は

いずれも逃げ遅れによるものであるが、消防法等により平成２０年５月３

１日までに全ての住宅に防災警報器等の設置が義務付けられたことから、

こうした原因の解消にも役立つよう早期設置について自治会や事業所等へ

の周知に一層努められたい。 

平成１９年９月末日現在の救急出動件数は８千４２６件で、８千８６人

を搬送しているが、そのうち入院の必要のない軽症者は４千４５５人、約

５５パーセントとなっており、引き続き救急車の適正利用について広報さ

れたい。 

また、公共施設等へのＡＥＤ（自動体外式除細動器）の設置が進むなか、

広く地域住民が救命に関する知識とＡＥＤの操作方法を習得することが

望まれるため、引き続き計画的な救命講習の実施によるバイスタンダー

（救急現場に居合わせたとき、応急手当ができる人。）の養成に努められ、

救命率の向上を図られたい。 

   平成１８年６月の消防組織法の一部改正により市町村消防の広域化が進

められようとしているが、消防に求められる役割・機能を十分踏まえつつ、

現場の実態や地域住民・消防職員の意見を把握した上、三重県等との協議

のもと、市民サービスを低下させることのないように慎重に取り組まれた

い。 

 

■教育委員会事務局 

 

教育総務課 

当課では、教育委員会事務局を総括し、委員会事務局及び市費負担教職員

の人事、給与及び服務、委員会の会議、教育行政に係る企画及び調整、学校・

事務局に係る予算の執行及び備品管理、並びに学校の施設及び設備の整備に

関する事務などを分掌している。 

（１）指導事項 

   幼稚園保育料に係る収入未済額の当年度への繰越手続きにおいて、調定

時期及び収入の所属年度に一部誤りが見られたので、今後、適正に処理す

るよう指導した。 



 

 

（２）所 見 

学校施設の耐震補強については、対象とする全施設の耐震診断を終え、

当年度は、該当する施設の耐震補強計画の策定に取り組まれているところ

であるが、今後、できる限り速やかに耐震化工事に着手され、児童・生徒

の安全の確保に努められたい。 

公用車等が配備されていない学校・園においては、職員等が校務連絡等

のために私用車を利用している事例が見られるが、使用承認、災害補償等

の規程が整備されていないことから、公用車等の配備などを含めた必要な

措置について、早急に検討されたい。 

 

学校教育課 

当課では、県費負担教職員の人事、給与及び服務並びに学校運営の管理、

就学援助及び奨学金の償還、学校給食及び学校保健に関する事務などを分掌

している。 

（１）指導事項 

 特になかった。 

（２）所 見 

市立の学校及び幼稚園並びに学校給食センターが実施する学校給食に係

る給食費について、保護者が負担する給食費の徴収・収納及び給食材料の

調達・支出に係る経理は、各校・園等において、いわゆる「給食会計」や

「給食センター会計」として経理されているが、透明性の確保及び債権管

理の適正を図る観点から、地方自治法及び関係法令の趣旨を踏まえ、市の

歳入・歳出とすることを含め、今後のあり方について検討されたい。 

学校給食の未実施校が存在するなか、学校教育における「食育」の重要

性を踏まえ、これを推進するため、未実施校における給食の早期実施に取

り組まれるとともに、幼稚園給食についても方向性を示されるよう望むも

のである。 

奨学資金貸付金の滞納繰越分収入未済額について、平成１９年９月末日

現在の滞納額は３３９万円（同課提出資料による。）で、当年度同日現在に

おいてはまったく収納されていないことから、必要に応じて支払督促等の

法的措置を講じるなど、滞納対策の強化に努められるとともに、民法所定

の延滞利息の徴収について検討されたい。 

児童・生徒の健康診断における心臓検診業務契約について、１人当たり

の手数料単価をもって２号随意契約で締結されているが、手数料の構成要

素（心電図検査料・判読料・指導料）を踏まえ、価格の妥当性について明

確にされるよう検討されたい。 



 

 

教育研究支援課 

当課では、学校教育に係る総合的な企画、学校教育の振興及び教育内容の

充実に係る指導、並びに生徒指導及び進路指導に係る助言に関する事務など

を分掌している。 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

   学校教育法の改正により平成１９年４月から施行となった特別支援教育

については、その推進及び体制整備が図られているところであるが、将来

において共生社会形成の基礎となることから、可能な限り職員の専門性の

向上や専門員の増員に努められたい。 

   幼稚園の３歳児保育や預かり保育に係る地域間格差への対応については、

これまでも検討されてきているところであるが、白山事務所管内等の幼保

連携施設における合同保育の実績などを踏まえ、同施設のあり方の更なる

検討に努められたい。 

   外国人児童生徒の教育については、現在、外国人児童生徒通訳等巡回担

当員により対応されているが、年々増加傾向にあるなか、引き続き適切な

対応を望むものである。 

 

人権教育課 

当課では、人権教育に係る相談、指導・助言、支援及び研修等による総合

的な推進のほか、教育集会所に関する事務などを分掌している。 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

当課においては、人権教育推進目標とした「人権感覚あふれる学校・園 

づくりの実現」、「人権尊重の地域づくりの実現」を目指して、学校・園の

指導・支援、家庭・地域との連携により、幅広い人権教育を推進されてい

るが、外国籍住民の増加などに伴い、人権に係る環境も急激に変化するな

か、更にきめ細かな人権教育の取組に期待するものである。 

津市人権・同和教育研究協議会は、合併前の各市町村に設立されていた 

人権・同和教育研究会が統合されたもので、同協議会への事業補助金とし

て、平成１８年度は７２０万円、当年度は６８０万円が交付されているが、

人権教育に大きな役割が期待される団体であることから、今後も当該補助

金の趣旨に則り、事業の十分な成果が得られるよう補助内容の見直し・充

実に取り組まれたい。 



 

 

生涯学習スポーツ課 

当課では、生涯学習の振興、スポーツ・レクリエーションの振興、青少年

の健全育成、公民館事業に関する事務などを分掌している。 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

   行財政改革の一環として、公民館及び運動施設の使用料の見直しに向け

て調整が進められているところであるが、使用料の適切な設定と併せ、受

益者負担の観点から、減免基準の統一化及び明確化が早期に図られるよう

望むものである。 

   市内の様々なスポーツ団体等に対してスポーツ振興事業補助金が交付さ

れているが、一部の団体においては多額の剰余金が生じていることから、

各団体の事業内容等を精査した上、補助金の交付目的に沿って効果が十分

発揮されるよう、必要に応じて適切な見直しを行われたい。 

市が設置する放課後児童健全育成施設については、条例による定めがさ

れていないが、設置の目的及び利用の実態から、地方自治法第２４４条の

２第１項及び第３項の趣旨を踏まえ、設置及び運営のあり方について検討

されたい。 

 

文化課 

当課では、文化・芸術の振興及び文化関係団体の育成並びに文化財の保護

に関する事務などを分掌している。 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

   本市の文化・芸術の振興に当たっては、文化振興基金（平成１８年度末

残高約２億１千万円）の運用益を活用し、文化活動に取り組む個人・団体

の事業を助成するほか、例年、実行委員会等に委託し市美術展覧会や市民

文化祭等が開催されているが、今後も関係機関等と連携し、こうした活動

や事業を通じ、本市において豊かな文化が着実に形成されるよう望むもの

である。 

   全国でも数少ない環濠の残る一身田寺内町では、「寺内町の館」を中心に

広く歴史・文化の情報発信と観光交流の促進が図られているが、今後さら

に北畠氏城館跡などの文化観光施設とも連携した計画的な整備によって、

本市の文化の振興と観光の充実に寄与できるよう期待するものである。 

美杉ふるさと資料館については、指定管理者である美し郷霧山施設管理



 

 

運営協議会が管理運営を行っているが、平成１８年度の利用者は１千９２

３人（約６．３人／開館日）で、当該年度に約１２０万円の剰余金が生じ

ていることから、当該剰余金の有効利用などによって一層効果的な施設運

営が行えるよう望むものである。 

 

津図書館（河芸図書館・安濃図書館・美杉図書室を含む。） 

当館では、図書館資料の閲覧・貸出し、収集、整理及び保管、読書相談及

び調査のほか、施設及び設備器具等の維持管理並びに図書館情報システム統

合業務に関する事務などを分掌している。 

（１）指導事項 

 特になかった。 

（２）所 見 

平成１８年度の各館における市民１人当たりの蔵書冊数（蔵書冊数÷当

該地域の人口）は、１．１冊（美杉図書室）から７．７冊（安濃図書館。

いずれも津図書館提出資料による。以下、この項に示す指標において同じ。）

と大きく相違し、また、市民１人当たりの総貸出冊数は、津・河芸・安濃

図書館が３．９冊から６．７冊であるのに対し、美杉図書室は０．０２冊

となっているため、各館・各地域の現状も踏まえつつ、蔵書の充実や利用

促進に取り組まれたい。 

平成１９年４月以降各館で判明した所在不明資料の総数は９８６冊（美

杉図書室は該当なし。）となっており、所在不明資料数の縮減が図られるよ

う望むものである。 

重要物品等の管理において、津図書館のカラービデオカメラ２台（重要

物品）、デジタルオーディオデッキ１台等、安濃図書館の業務用ビデオデッ

キ３台のうち２台は、平成１８年度及び当年度９月末日現在の利用実績が

ないことから、その有効利用等について検討されたい。 

津市図書館情報システム統合・整備計画は、平成１８年８月に策定され、

当年度は９館２室の図書館情報システムの統合支援業務等が実施されてい

るところであるが、今後、同計画を着実に実施され、効率的で利便性の高

い図書館サービスの運用環境が整備されるよう期待するものである。 

 

久居事務所 

当事務所では、管内の教育機関職員の人事及び服務、事務所所管の予算の

執行及び教育財産の維持管理並びに人権教育に係る指導・助言、青少年の育

成、生涯学習及びスポーツ・レクリエーションの振興、公民館及び体育館の

使用許可に関する事務（以下、各事務所の項において「共通事務」という。）



 

 

などを分掌している。 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

久居地域における放課後児童クラブは、現在、市が設置し運営している

が、平成２１年度から関係者で構成する運営委員会により運営される見込

みであることから、保護者への理解を十分得ながら、他施設の現状も踏ま

えた運営がなされるよう望むものである。 

   所管する運動施設等において施設・設備の破損等が生じた場合は、現在、

修繕等速やかに対応されているが、施設の開放に伴い問題の生じる可能性

も広がることから、一層慎重な管理に努められたい。 

 

河芸事務所 

当事務所では、共通事務などを分掌している。 

（１）指導事項 

   河芸中央公民館及び河芸体育館において、自動販売機の設置に伴う行政

財産（建物）の使用料が、「諸収入・雑入」科目で収入されていたので、適

正に処理するよう指導した。 

（２）所 見 

   上野小学校用地の一部（９筆・１千６０８平方メートル）について、所

有権移転登記が未了となっていることから、これまでの経過も踏まえなが

ら、できる限り速やかに処理されたい。 

 

芸濃事務所 

当事務所では、共通事務のほか、芸濃総合文化センターの維持管理に関す

る事務などを分掌している。 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

   当年度の芸濃総合文化センター使用料収入額は、１０月末日現在約６３

万６千円で、前年度同時期と比較して約８万２千円、同センター内アリー

ナや芸濃グラウンドなどの運動施設使用料収入額は、約２４５万９千円で

約７２万５千円、芸濃中央公民館（和室）使用料収入額は、約７万２千円

で約９千円、それぞれ増加している。 

これら施設の管理運営費は、約３千６４４万円（年間予算額）で経費の

大幅な超過が見られ、施設の修繕や清掃等を可能な限り職員が行うことで



 

 

経費の節減に努められているが、今後も積極的なＰＲと利用者の立場に立

った対応に努められ、使用料の見直しと併せ、利用者の拡大とリピーター

の確保による収入増加が図られるよう期待するものである。 

    

美里事務所 

当事務所では、共通事務のほか、美里グラウンド等の施設の使用許可に関

する事務などを分掌している。 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

   美里グラウンド施設については、平成１９年４月から同年９月末日まで

の利用件数が８６件（平日昼間４件・ナイター１３件、休日昼間５６件・

ナイター１３件）で平日昼間の利用率が低いことから、関係サークルへの

働きかけなど利用促進に努められているが、当該施設がスポーツの振興及

びレクリエーションの増進に一層寄与できるよう、引き続き利用者の増加

策に取り組まれたい。 

 

安濃事務所 

当事務所では、共通事務のほか、放課後児童健全育成施設の維持管理に関

する事務などを分掌している。 

（１）指導事項 

市が設置する放課後児童健全育成施設「さくらんぼクラブ」の維持管理

については、外部委託されているが、当該契約書において、制定されてい

ない「条例の改廃」による契約解除条項があったことから、是正を指導し

た。 

（２）所 見 

   体育館の目的外使用許可により特定非営利活動法人の事務所として使用

させ、当該使用料を免除されているが、同法人は安濃事務所所管の複数の

業務委託を指名競争入札で受注していることから、入札の公正確保の観点

からも、使用料免除の妥当性を検討されたい。 

備品の管理について、安濃事務所のビデオカメラ３台、スライド映写機

１台等、体育館のビデオカメラ３台は、平成１８年度及び当年度９月末日

現在の利用実績がないことから、その有効利用等について検討されたい。 

   体育館トレーニング器具保守点検業務委託契約について、その製造業者

とされる県外の業者と２号随意契約により締結されているが、他の事業者

による点検が可能か否かを確認の上、できる限り競争性が確保されるよう



 

 

努められたい。 

 

香良洲事務所 

  当事務所では、共通事務のほか、香良洲学校給食センターの管理運営に関

する事務などを分掌している。 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

   学校教育施設・社会教育施設の警備保障業務の委託については、予約事

項により平成１９年４月２６日に契約を延長されていたが、経常的かつ継

続的な業務であることから、今後は長期継続契約の締結により適切な事務

の執行に努められたい。 

旧香良洲町では、平成１３年度から浜っ子幼児園における幼保連携施設

の運営、平成１４年度から香良洲小学校、香海中学校において給食センタ

ー方式が導入されているが、これら取組の検証・分析を行いながら、その

成果を生かした幼児・児童・生徒の健全な育成と食育の振興が図られるよ

う望むものである。 

 

一志事務所 

当事務所では、共通事務などを分掌している。 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

   公民館講座（教養講座）について、当年度から受講料を徴収し、９月末

日現在の収入額は約１４９万円となっているが、他地域との均衡ある受講

料の設定にも留意しながら、今後も受講料を反映した魅力ある公民館運営

が図られるよう望むものである。 

一志スポーツ公園の除草、清掃業務については、業者への委託のほか臨

時職員も従事されているが、平成１９年９月の作業中に負傷事故が発生し

ていることから、今後同業務の安全な実施に努められたい。 

また、同公園内の遊具の点検については、年４回実施されているが、木

製のアスレチック遊具では腐食部分の修繕などが行われているものの、万

が一の事故が発生することのないよう、維持管理に十分注意されたい。 

 

白山事務所 

当事務所では、共通事務のほか、白山総合文化センターの維持管理、うぐ



 

 

いす図書館の管理運営に関する事務などを分掌している。 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

   当事務所管内では、当年度全小・中学校で使用していたコレール製食器

から耐熱ＡＢＳ樹脂製カラー食器へ切り替えられるなど、学校給食におけ

る安全性の向上に配慮されているが、今後ともこうした児童・生徒の学校

給食環境が充実されるよう望むものである。 

平成１８年度９月末日現在の１万１千３５７人から当年度９月末日現

在の１万４千６人へと、白山総合文化センターの利用者数は増加傾向にあ

るが、使用料の見直しなどにも取り組みながら、引き続き自主事業の充実

や施設のＰＲに努められるとともに、効率的かつ効果的な管理運営を図る

ため指定管理者制度への移行について検討を進められたい。 

うぐいす図書館については、平成１９年５月に実施された図書の総点検

によって、不明図書１５４冊、損害額約２８万６千円相当が判明している

が、こうした不明図書の発生を防止するため、今後十分検討の上、より効

果的な対策を講じられたい。 

 

美杉事務所 

当事務所では、共通事務のほか、スクールバスの運行管理等に関する事務

などを分掌している。 

（１）指導事項 

   フットパーク美杉内テニスコート施設の市外の使用者に対する使用料の

徴収に不備が見られたので、適正に取り扱うよう指導した。 

   スクールバスを一般利用者との乗合せによるコミュニティバスとして有

償運行しているルートがあるが、その利用料の納入手続きが週１回とされ

ていたことから、当日納入するよう指導した。 

（２）所 見 

小・中学校の統廃合に伴い、遠距離となった児童・生徒の通学手段確保

のため、直営にて７ルートのスクールバスを運行しているが、２０人前後

の利用者を大型バス（定員７９人）で送迎していることもあることから、

今後、児童・生徒数の推移を考慮した運行ルートの見直しや、コミュニテ

ィバスの活用など効率的な運営手段を検討されたい。 

竹原幼稚園については、園児数の減少により平成１６年４月から休園と

なっているが、施設の有効活用を含め、今後のあり方について速やかに検

討されたい。 



 

 

 ■市長公室 

 

東京事務所 

当事務所では、市政に係る情報の収集・発信、中勢北部サイエンスシティ

等への企業誘致、物産及び観光のＰＲに関する事務などを分掌している。 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

   当事務所は、省庁訪問による情報の収集をはじめ、三重県及び他都市東

京事務所の訪問活動、省庁等主催セミナーへの参加等による最新情報の収

集・発信活動のほか、本市企業立地課との連携による企業誘致活動などに

努められているが、今後、新たな総合計画が推進されるなか、引き続き首

都圏に位置する利点を生かした事業の展開とその成果を期待するものであ

る。 

当事務所は、平成１９年５月１日に日本都市センター会館内へ移転し、

伊勢市との連携によるホームページ「おいない伊勢の国」の開設や物産・

観光紹介コーナーなどが設置されているが、今後更に「津ふるさと元気大

使」の活動などを通じ、広く本市の魅力をＰＲされ、アピールするための

取組に努められたい。 

 

（市立学校・幼稚園、市立保育園、出張所関係） 

 ■市立学校・幼稚園 

 

  監査対象の各市立学校（２３校）・幼稚園（８園）における主に共通した事

務についての指導事項及び所見は、次のとおりである。 

  なお、特に記載した学校・園のほかでは、概ね適切に事務処理が行われて

いた。 

（１）施設設備台帳の整備について 

津市立学校の管理に関する規則第４２条は、校長及び園長は、施設設備

台帳を調製し、施設及び設備の現有状況を記載しなければならない旨定め

ているが、多くの学校・園ではこれが整備・保管されていないことから、

当該台帳の整備のあり方について、教育委員会事務局と協議の上、適切に

措置されたい。 

（２）給食費の滞納について 

給食（牛乳給食を除く。）を実施する２６の学校等のうち、８校におい

て、平成１８年度末現在、４７件・約３３万円相当（学校等提出資料によ



 

 

る集計）の滞納があったが、その一部は未だに納入されていないため、給

食費に係る債権は２年の短期消滅時効（ただし、援用を要する。）である

と解されることから、早期に有効な対策が講じられるよう望むものである。 

（３）学校における毒物・劇物の管理について 

多くの学校において、不備が見られたことから、次のとおり是正を指導

したが、適切な管理が必要とされることから、速やかに対策を講じられる

よう望むものである。 

  ア 毒物・劇物保管庫及び容器に、「医薬用外毒物」・「医薬用外劇物」

の表示がされていないものがあったので、的確に措置されること。 

  イ 劇物保管庫に一般薬品が、一般薬品保管庫に劇物が混在していたもの

があったので、是正されること。 

ウ 毒物・劇物管理記録簿に使用量、使用者等の記入がなく、実際の残量

が管理記録の残量表示と一致しないものがあったので、正確に表示され

ること。 

エ 長期間使用見込みのないまま保管されている毒物・劇物があったので、

所要の手続きを経て、適切に取り扱われたい。 

  オ 毒物・劇物保管庫の転倒防止策が講じられていないものがあったので、

必要な措置を講じられること。 

（４）その他の事務処理等について 

みさと幼稚園において、保育料集金後の指定金融機関等への納入につい

て、翌日処理が多いことから、当日に納入できるよう措置されることとも

に、現金、領収印等の保管金庫の鍵の保管場所については、より安全な場

所に保管されるよう指導した。 

   一志中学校及び高岡小学校においては、予定価格調書における消費税額

の記載方法に誤りがあったため、是正を指導した。 

 

■市立保育園 

 

 監査対象の市立保育園（８園）のうち、一部の園においては、外出簿等に

記載誤りが見られたので、是正を指導したが、このほかの指導事項及び所見

は、特になかった。 

 

■出張所 

 

 監査対象の出張所（６出張所）に係る指導事項及び所見は、次に述べるも

ののほか、特になく、概ね適切に事務処理されていた。 



 

 

高茶屋出張所について、諸証明等手数料の指定金融機関等への納入は、週

２回とされているが、当日に納入できるよう措置を指導した。管内における

農業団体等の経理（預金通帳、印鑑の保管を含む。）及び事務処理の関与の

あり方については、当該団体等の自主・自立性を尊重するなど、他の出張所

の例も参考に、見直しを検討されるよう指導した。 

 

２ 財政的援助団体等監査 

 

（財援団体監査） 

■津市土地開発公社 

 

同公社では、公有地の拡大の推進に関する法律に基づき、本市が行う公共

事業用地の先行取得、管理、処分並びに宅地造成及び工業用地造成事業を行

っている。 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

  中勢北部サイエンスシティ第１期事業に係る用地取得については、平成

１９年５月に未買収地の地権者２人のうち１人の協力が得られたため、買

収率は９９．４パーセント（買収済面積／約７９万９千平方メートル）と

なっているが、残る未買収地についても引き続き地権者の理解・協力を得

て、同事業が早期に達成できるよう望むものである。 

同事業用地のうち住宅用地２０５区画については、１２０区画が分譲済

みで、平成２０年１月１７日現在の分譲率は５８．５パーセント（分譲済

面積／約２万８千６００平方メートル）となっているが、同事業の一環と

して、今後とも完売に向け積極的なＰＲ等販売活動を進められたい。 

公有地取得事業として、当年度は６事業に取り組まれているが、特に野

村西４号線道路改良用地及び中勢バイパス道路用地の取得事業については、

平成２０年１月１７日現在取得完了までには至っていないため、速やかに

地権者の理解・協力などを得て、各事業が円滑に推進されるよう期待する

ものである。 

   現在、長期保有事業用地として７件・約１万５７平方メートルの土地を

保有されているが、このうち阿漕浦野田線ほか３街路の事業用地について

は、取得後約３５年を経過し、なお市において事業化が図られていないと

いう状況にあることから、具体的な事業計画の立案による早期買戻しにつ

いて市と協議を重ねられ、長期保有資産の解消に努められるよう望むもの



 

 

である。 

 

■社会福祉法人津市社会福祉協議会 

 

同協議会では、各種心配ごと相談の実施、生活福祉資金の貸付、ボランテ

ィアの育成・活動支援、介護予防、障がい者自立支援、地域包括支援センタ

ー等の運営、介護機器等の貸し出しなどに関する業務を行っている。 

（１）指導事項 

   市からの補助金の使用に当たり、経理上適切な科目の表示がされていな

かったことから、使途の明確性が確保されるよう処理の是正を指導した。 

（２）所 見 

   本市は、社会福祉事業の充実と健全な発展を図るために、同協議会に対

し運営事業補助金として、当年度に４億１千４３８万８千円（交付決定額）

を交付しているが、その約９０パーセントが介護保険事業に係る職員を除

く職員（１１０人）の人件費に充当されていることから、今後とも人材の

有効活用に留意されるよう望むものである。 

同協議会では、介護保険事業所の統廃合をはじめ、会計事務処理の一元

化、物品の共同購入などによる経費の節減や、基本財産の運用、地域包括

支援センターの運営受託などによって自主財源の確保に努められているが、

地域福祉の重要性が高まるなか、引き続き運営基盤の強化と福祉サービス

の質の向上が一層図られるよう期待するものである。 

 

■久居都市開発株式会社 

 

同社では、久居駅前地区第一種市街地再開発事業により建設された再開発

ビル「ポルタひさい」内の同社所有床の賃貸及び駐車場等の管理運営などの

ほか、ポルタひさい管理組合規約に基づく管理者としての業務などを行って

いる。 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

   本市は、同社（資本金２億５千万円）に対し、８千７００万円（出資率

３４．８パーセント）を出資しているほか、金融機関からの融資に対する

損失補償（限度額９億２千７３４万５千円）及び法人保留床の取得資金の

貸付（貸付額２億円）を行っている。 

   同社の第１５期（平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日まで）



 

 

決算は、積極的なテナント誘致活動などの経営努力により９０１万２千円

の当期純利益となっており、懸案であった累積繰越損失７１６万２千円を

解消されるなど、経営の健全化に努められている。 

   資金面においては、現金・預金等の流動資産が約９千５５９万５千円と

なっているものの、平成２６年度には本市貸付金の償還（毎年約１千３０

０万円）が始まるなど、新たな資金需要が生じることから、現在、空き区

画となっている所有床約８１３平方メートル（約２４６坪／平成２０年１

月１７日現在）へのテナント誘致活動を強化し、入居率の向上に努められ

るなど、更なる収入の確保に取り組まれたい。 

 

（指定管理者監査） 

■社会福祉法人自由学苑福祉会 

 

同会では、久居老人福祉センター（津市久居西鷹跡町３６５番地１）の指

定管理者として、老人の福祉増進事業、施設・設備器具の使用許可及び維持

管理などに関する業務を行っている。 

（１）指導事項 

   同センター内に設置されている自動販売機について、市長の行政財産使

用許可を受けるよう指導した。 

（２）所 見 

   同センターは、指定管理者による利用料金制が導入されているが、６０

歳以上の利用者は無料であることから、管理運営費のほとんどを市から同

会へ委託費として支出されている。同会の平成１８年度決算では３万円弱

の赤字が計上されていることから、今後は、経費削減と併せ、受益者負担

も考慮し、適切な利用料金を検討の上、同センターの機能の一層の発揮を

望むものである。 

同センターの平成１７年度の利用者は約１万８千５００人、平成１８年

度の利用者は約３万人で、今後とも利用増加が見込まれることから、市と

の基本協定書第２２条に定める損害賠償責任について協議の上、速やかに

保険への加入措置をとられたい。 

 

■株式会社日硝ハイウエー 

 

同社では、津なぎさまち内旅客船ターミナル（津市なぎさまち１番１）の

指定管理者として、同ターミナルの施設、設備器具等の維持管理及び同施設

の使用許可に関する業務などを行っている。 



 

 

（１）指導事項 

   指定管理業務に係る経理において、勘定科目の設定と会計処理の一部を

適切に行うよう指導した。 

施設の利用料金は、津なぎさまち内旅客船ターミナルの設置及び管理に

関する条例第１４条第１項で、「使用許可の際に支払わなければならない」

と定められているが、施設の利用時に徴収されていたので、適正に措置さ

れるよう指導した。 

（２）所 見 

   同社の指定管理業務の平成１８年度収支状況は、収入額約４千４４１万

円（うち市からの委託料約４千９０万円）、支出額約４千６８６万円で、約

２４５万円の赤字となっている。 

 これを当年度と比較すると、収入については、交流広場の利用料金収入

が減少し、また利用料金のほとんどが減免となっていることから、今後、

より積極的なＰＲ活動の展開やイベントの実施などを通じ、利用者の増加

による収入の拡大を望むものである。 

 支出については、清掃、ゴミ収集、植栽管理等の業務委託料の縮減に取

り組まれているが、引き続き経費削減に努められ、収入の増加策と併せ赤

字解消に向けた適切な措置に期待するものである。 

 

３ 随時監査 

 

  監査対象とした３種の工事について、当該工事の事前調査から施工に至る

までの各段階における資料を吟味し、かつ、それぞれの施工現場において確

認を行った結果は、いずれも適切かつ妥当な設計・積算のもとに工事目的に

適合して施工され、全体として概ね良好であると判断された。 

  監査に当たっては、各工事について委託した工事技術調査業務報告書を参

考としたが、その主な項目と結果の概要は、次のとおりである。 

  なお、各工事の概要は、別表１～３に示すとおりである。 

 

■平成１９年度簡水第２号下竹原簡易水道浄水場築造工事 

（１）工事の目的 

   当該工事は、給水戸数１８９世帯、計画給水人口を４７５人とする簡易

水道浄水場築造工事で、計画浄水量として１日最大１６０立方メートルを

給水することを目的とするものであった。 

（２）設計方針 

従来、良好な水源であると考えられていた渓流水源において、突発的に



 

 

病原性微生物による水源汚染が発生した場合、減菌処理だけでは対応でき

ないことから、処理方式を比較検討された上、当該微生物の除去が可能な、

維持管理も容易で最も経済的な膜ろ過方式が採用され、妥当なものであっ

た。 

（３）設計 

設計は、平成１８年度改訂版水道事業実務必携（全国簡易水道協議会。

以下「水道事業実務必携」という。）や水道施設設計指針２０００年版（（社）

日本水道協会）などを根拠にし、又は準拠しており、耐震設計も考慮され

るなど、特に問題となるような箇所がない、良好な設計であると判断され

た。 

（４）積算 

工事費の積算に当たっては、水道事業実務必携の歩掛表などを、単価に

ついては、平成１８年度設計単価表（三重県）などから使用し、２次製品

は３者見積りによる最低価格のものを採用していた。 

また積算は、設計者と別に検算しており、主要工種の積算において問題

となるような点は見られなかったことから、全体として適正な積算方法及

び内容であると判断された。 

（５）工事施工状況 

現場の土木工事では、地盤改良及びブロック積がほぼ終了し、目視した

限り、設計図書に従って良好に施工されていたことが確認された。ただし、

監査時点において、浄水場施設築造工事、電気設備工、照明設備工が未着

工で、工事進捗率は４０．１パーセントと遅れていたことから、工程の短

縮を検討するよう指摘した。 

 

■平成１８年度下建公補第６７号津第３－１処理分区公共下水道工事（その

２） 

（１）工事の目的 

   当該工事は、津市高茶屋小森町地内の、雲出川左岸流域下水道津第３－

１処理分区（７２．９ヘクタール）において、三重県管理の流域下水道幹

線まで導く下水道（汚水管渠）を推進工法及び開削工法により築造するも

のであった。 

（２）設計 

設計基準は、下水道施設設計指針２０００年版（（社）日本下水道協会）

及び下水道施設地震対策指針と解説１９９７年版（同協会）に基づいてお

り、幹線区間の口径３００ミリメートルの汚水管は、地震動レベル１、レ

ベル２（耐震性２＞１）で、その他の管路はレベル１で設計が行われてい



 

 

たが、地盤も比較的良好なことから、構造計算は適切であると判断された。 

舗装の仮復旧及び本復旧は、ともにリサイクル材を使用するなど環境に

配慮されるとともに、最大人孔管（マンホール）距離が通常５０メートル

のところを８０メートルとすることでコスト縮減を図られるなど、環境面、

コスト面でも工夫が見られ、良好な設計であると判断された。 

（３）積算 

工事費の積算に当たっては、積算基準共通編（平成１８年７月／三重県）

などの歩掛表を、単価については、設計単価表（平成１９年４月／同県）

や平成１９年度積算資料・推進工事用機械器具等基礎価格表（（財）経済

調査会）などを採用し、２次製品は３者見積りによる最低価格に査定率を

乗じて使用していた。 

また積算は、設計者と別に検算しており、主要工種の積算において問題

となるような点は見られなかったことから、全体として適正な積算方法及

び内容であると判断された。 

（４）現場施工状況 

監査時点では推進工が完了し、工事進捗率は、７５．８パーセントと計

画工程どおり進んでおり、目視した限り、設計図書に基づいて良好に施工

されていたことが確認された。 

  また、現場事務所には、安全表示や連絡体制網図が提示されており、定

期的に安全協議会も開催されるなど、安全管理計画及びその実施状況は良

好であると判断された。 

 

■平成１９年度道建補第１号広明町河辺町線道路改良工事 

（１）工事の目的 

   当該工事は、旧津市街から郊外への東西方向の交通渋滞を解消し、通学

路の安全を確保するため、国土交通省道路局による国庫補助（５５パーセ

ント）を受けて実施する、広明町河辺町線総延長１千１００メートルのう

ち、施工延長３１８．７メートルの道路改良工事である。 

（２）設計 

設計基準は、道路構造令の解説と運用（（社）日本道路協会）、道路設

計要領設計編（国土交通省中部地方整備局）その他に基づいており、交通

センサスに基づく、交通量（１日当たり１千３００台）により、道路規格

４種３級、幅員１１メートル、設計速度時速３０キロメートルの道路とさ

れている。 

舗装設計については、現場ＣＢＲ（路床支持力）の値が小さいことから、

路床改良が行われているほか、舗装構成は必要な換算厚さを満足するなど、



 

 

良好な設計であると判断された。 

舗装材すべてにリサイクル材を使用するなど環境に配慮するとともに、

ボックスカルバート工に２次製品を使用するなど、工期短縮及びトータル

コスト縮減が図られ適切であった。 

（３）積算 

工事費の積算に当たっては、積算基準共通編（平成１８年７月／三重県）

などの歩掛表を、単価については、設計単価表（平成１９年４月／同県）

などを採用し、２次製品は３者見積りの最低価格に査定率を乗じて使用し

ていた。 

また積算は、設計者と別に検算しており、主要工種の積算において問題

となるような点は見られなかったことから、全体として適正な積算方法及

び内容であると判断された。 

（４）現場施工状況 

監査時点では置換土及び下層路盤を施工中であったが、工事進捗率は７

２．０パーセントで、計画工程どおり進んでおり、目視した限り、設計図

書に基づき良好に施工されていた。施工が完了している都市型水路工等の

施工状況についても良好で、不良箇所はなく適正な施工ができていると判

断された。 

また、朝礼時の危険予知活動の徹底や、定期的な安全協議会の開催など、

安全管理に十分配慮されていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別表１ 

工 事 の 概 要 

 

工 事 名 平成１９年度簡水第２号下竹原簡易水道浄水場築造工事 

所 管 部 局 水道局工務課 

工 事 場 所 津市美杉町竹原地内 

請 負 業 者 北嶋建設株式会社 

契 約 方 法 参加意思確認型指名競争入札 

契 約 金 額 ８６，９１９，０００円（消費税及び地方消費税込みの金額） 

工 期 平成１９年８月１日から平成２０年２月２９日まで 

工事進捗率 ４０．１％（平成２０年１月１０日現在） 

工 事 内 容 ・浄水場土木工事                 １式 

  盛土工          Ｖ（体積）＝３，０００㎥    

  地盤改良工        Ｖ（体積）＝２，５００㎥ 

  ブロック積工       Ａ（面積）＝  ４４６㎡ 

  場内排水工                  １式 

・浄水場施設築造工事               １式 

  浄水処理棟築造工               １棟 

（ＲＣ造り平屋建て一部地下 延べ床面積９７．５㎡） 

 配水池築造工（ＲＣ構造有効容量１９０㎥）   １基 

 場内配管工      ∑Ｌ（総延長）＝３８１．６ｍ 

ダクタイル鋳鉄管（内径２００㎜） 

  Ｌ（延長）＝  ９．６ｍ 

    同（内径１５０㎜）  Ｌ（延長）＝ ４８．３ｍ 

同（内径１００㎜）  Ｌ（延長）＝ ２６．４ｍ 

同（内径７５㎜）   Ｌ（延長）＝２３６．９ｍ 

水道用塩化ビニルライニング鋼管（内径５０㎜） 

 Ｌ（延長）＝  ２．０ｍ 

水道用硬質塩化ビニル管（内径５０㎜） 

 Ｌ（延長）＝ ５８．４ｍ 

・電気設備工                   １式 

・照明設備工                   １式 

 



 

 

別表２ 

工 事 の 概 要 

 

工 事 名 平成１８年度下建公補第６７号津第３－１処理分区公共下水道工

事（その２） 

所 管 部 局 下水道部下水道建設課 

工 事 場 所 津市高茶屋小森町地内 

請 負 業 者 有限会社武智建設 

契 約 方 法 公募型指名競争入札 

契 約 金 額 ９８，９２７，８５０円（消費税及び地方消費税込みの金額） 

工 期 平成１９年７月３０日から平成２０年２月２９日まで 

工事進捗率 ７５．８％（平成２０年１月１１日現在） 

工 事 内 容 ・下水道管渠築造工事 施工延長 

∑Ｌ（総延長）＝１，１０６．０ｍ 

硬質塩化ビニル管（内径１５０㎜）布設工（開削工） 

Ｌ（延長）＝  ７００．０ｍ 

  硬質塩化ビニル管（内径２００㎜）布設工（開削工） 

             Ｌ（延長）＝   ８０．０ｍ 

  ヒューム管（内径３００㎜）推進工（小口径推進工） 

             Ｌ（延長）＝  ３２６．０ｍ 

・立坑工         Ｎ（箇所数）＝    ４箇所 

・組立マンホール工    Ｎ（箇所数）＝   １５箇所 

・小型マンホール工    Ｎ（箇所数）＝   １０箇所 

・取付管及び桝工     Ｎ（箇所数）＝   ６３箇所 

・附帯工                     １式 

・仮設工                     １式 

 

 

 

 

 

 



 

 

別表３ 

工 事 の 概 要 

 

工 事 名 平成１９年度道建補第１号広明町河辺町線道路改良工事 

所 管 部 局 建設部道路建設課 

工 事 場 所 津市河辺町地内 

請 負 業 者 株式会社藤田組 

契 約 方 法 公募型指名競争入札 

契 約 金 額 ６８，２５０，０００円（消費税及び地方消費税込みの金額） 

工 期 平成１９年７月３１日から平成２０年２月１５日まで 

工事進捗率 ７２．０％（平成１９年１２月２８日現在） 

工 事 概 要 ・道路築造工事 

施工延長       Ｌ（延長）＝  ３１８．７ｍ 

施工幅員       Ｌ（延長）＝   １１．０ｍ 

本体工事    

土工                    １式 

   カルバート工    Ｌ（延長）＝     ５４ｍ 

側溝工       Ｌ（延長）＝    ６５０ｍ 

  管渠工       Ｌ（延長）＝     ８８ｍ 

   集水桝工      Ｎ（箇所数）＝   １７箇所 

舗装工       Ａ（面積）＝  ４，４１８㎡ 

  防止柵工      Ｌ（延長）＝    ２９７ｍ 

縁石工       Ｌ（延長）＝    ２８５ｍ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


